
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新中部山岳国立公園ﾄﾚｯｷﾝｸﾞ・ﾂｰﾘｽﾞﾑ推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部 観光国際局 観光企画課 政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3057）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　5,000千円（前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・「国民の祝日・山の日」の施行を契機として、登山届が義務付けられて　　いる北アルプス周辺においても登山客の増加がみられる。

※北アルプス登山者数（県内） H24：39,938人→H28：54,211人　14,273人増
　　　・一方で、乗鞍岳や新穂高ロープウェイといった中部山岳国立公園エリアの観光客は減少傾向にあり、インバウンド対策も含めたプロモーションの強化が喫緊の課題となっている。
※中部山岳国立公園（県内）　H24：1,182千人→H27：956千人 ▲226千人減

　　　・こうした中、中部山岳国立公園（岐阜、長野、富山、新潟の４県）が、今年度、環境省の「国立公園満喫プロジェクト」による訪日外国人誘客のモデル公園８カ所に準ずる国立公園として新たに位置付けられ、また、本県としても、環境生活部が「岐阜県中部山岳国立公園活性化基本構想」を策定しており、こうした動きと連動させつつ、中部山岳国立公園　　エリアでのトレッキング等の魅力発信と受入環境の充実を進める。
（２）事業内容

　　【魅力発信事業】

1 大手自然・山岳メディア等とのタイアップ

　　　　・大手自然・山岳メディアやアウトドアメーカーと連携し、中部山岳　　国立公園内の山岳資源に加え、周辺観光資源の魅力と合わせた誘客　プロモーションを展開する。
　　　　・名古屋圏のメディアを対象としたガイドツアー実施によるパブリシ　ティ広報の拡大を図る。　　　　
　  【受入環境整備事業】

1 着地型商品開発及びプロモーション
・ガイドによる「ガイディング」とあわせ、地元旅館や商店等との連携による麓地域での過ごし方を旅行商品化するとともに、交通事業者やアウトドアメーカー等と連携し、販売促進プロモーションを展開する。

2 自然ガイドの養成

・中部山岳国立公園エリアを始めとする飛騨地域の山々でガイド活動を行っているガイドを対象に、スキルアップ研修を実施するとともに、新たなガイド人材確保に向けた研修会を開催する。

（３）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	報償費
	100 
	ガイドスキルアップ講座

	旅費
	500 
	業務旅費、費用弁償

	委託料
	4,200 
	自然・山岳メディア、アウトドアメーカーとのタイアップ

	その他
	200 
	消耗品費（100）、役務費（100）

	合　計
	5,000 
	


（１）魅力発信事業 4,000千円

　　①大手自然・山岳専門メディア等とのタイアップ　4,000千円

（２）受入環境整備事業 1,000千円
①着地型商品開発及びプロモーション　600千円　

②自然ガイドの養成　400千円　

	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　・「岐阜県成長・雇用戦略2017」観光産業の基幹産業化プロジェクト

・「岐阜県中部山岳国立公園活性化基本構想」
　　強みを活かし魅力・活力を「創る」
（２）国・他県の状況

　　・中部山岳国立公園は、環境省「国立公園満喫プロジェクト」の準モデル　　公園として位置付けられている。
（３）後年度の財政負担

　　・「山岳観光」に熱心な近隣の富山県、長野県の取組みも参考に、本県の　　　美しい山々の魅力を誘客に活かせるよう、本県らしい観光スタイルを継続して提案していく。
事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	中部山岳国立公園（県内エリア）について、トレッキングの魅力とあわせて麓地域での楽しみ方を積極的かつ継続して提案することにより、宿泊・滞在観光の拡大につなげる。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	観光消費の経済波及効果
	  　 億円
（H - ）
	4,124億円

（H26）
	4,214億円

（H27）
	4,601億円

（H28）
	5,000億円

（H32）
	92.0 ％

	観光入込客数（実数）
	  　 万人（H - ）
	3,686万人
（H26）
	4,360万人
（H27）
	4,696万人
（H28）
	4,600万人

（H32）
	102.1 ％

	外国人延べ宿泊者数
	  　 万人
（H - ）
	60万人
（H26）
	93万人
（H27）
	 101万人
（H28）
	150万人

（H32）
	67.3 ％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	（公社）日本生産性本部の「レジャー白書」によれば、近年、      健康増進を目的とした登山者が増えており、また、「国民の祝日　山の日」の施行により再び登山ブームが訪れている。こうした中、中部山岳国立公園が「国立公園満喫プロジェクト」の準モデル　　公園に位置付けられ、誘客拡大の絶好の機会を迎えており、集中的に魅力発信及び受入環境整備を進めることが効果的である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　
－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	山岳メディアやアウトドアメーカーと連携し、ターゲット層に　直接ＰＲを行うなど、効率化は図られている。


（今後の課題）

	中部山岳国立公園エリアの魅力のＰＲとあわせ、安全なトレッキングの楽しみ方を継続して提示していく必要がある。



（次年度の方向性）
	「山岳観光」に熱心な近隣の富山県、長野県とも連携し、国内外からの誘客につなげていく。



